






































得ている。 たとえば、 世帯人員あたりの平均所得額をみると （2004 年の全国消費実態調査） 、
全世帯の平均所得が 206 万円であるのに対して、65 歳以上の世帯では 186 万円となってい
る。また、高齢者世帯は平均的に勤労者世帯の 1.5 倍の貯蓄残高がある。勤労者世帯の貯
蓄額 1264 万円、高齢者世帯貯蓄額 2428 万円。また、実物資産も考慮した資産全体でみて

























































































































































































































































  最近、 親による子供の虐待が数多く報道されている。 その背景はいろいろあるだろうが、
１つの経済的な要因として、親が子供を育てる明確な経済的動機を失っていることも大き
い。途上国では、子供は生産財であるから、経済的に生活を維持する上で子供は労働力と
して不可欠である。虐待して子供を傷つけると、親にとっても損である。これに対して、
わが国のような先進諸国では、子供が消費財になっている。子供は経済的に生活を維持す
るには余計な存在であり、むしろ、育児が楽しいから子供を生み育てるという消費財に変
化している。その意味で、子供はペットの代替財になっている。したがって、子供を育て
ること自体が楽しいと感じられない親は、子供をじゃまな存在と感じて、虐待に走りやす
い。 
こうした傾向を変えて、子供を育てることが親にとってメリットのあるものだと再認識
させる１つの経済的な手段が、個人勘定賦課方式の公的年金である。もちろん、親が子供
をきちんと育てるのは当然の責務であり、政府がどうこう介入する対象でないかもしれな
い。虐待する親には厳しい罰則と教育が必要である。しかし、単に悪い行為を取り締まる
だけで問題が解決しないのも現実である。 それと同時に、 経済的な誘因も活用することで、
長期的に望ましい効果が期待できる。 
 